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鋼管を並列配置した格子型制振壁システムに関する実験的研究

Experimental study of Lattice damping waU system with multi layer type 
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ABSTRACT Lattice damping wall system using torsional steel tubes is studied. Circular steel 

tubes at crossing position of vertical and horizontal members in this system absorb seismic energy 

by torsional deformation. Former study is expressed in the formula for evaluating elastic stiffuess 

considered lattice members. However， the case of Circular steel tubes arranged in parallel is not 

proposed. So， this study proposes the formula for evaluating elastic stiffuess in the case this system 

has multi layer type. Then， validity of the formula is verified by experiment 
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1. はじめに

制振構造の主たるデノ〈イス装置である銅製制

振部材には，ブレース型制振部材とパネル型制振

部材の 2種類に大別される.

現在，円形鋼管(以下，鋼管)の振り特性を生かし

た新たな制振壁システムの提案が行われている.

提案されている格子型制振壁システム(以下，本シ

ステム)は，鉛直材と水平材(以下，格子材)を格子

状に配置し，その交差部に円形鋼管を挿入した構

成である.本システムに水平力が作用した場合，

格子材がせん断変形し，交差部に回転力が加わる

ことにより ，鋼管に振りモーメン トを作用させ，

エネノレギー吸収する仕組みである.

本システムの特徴は，鋼管の鋼材種およびサイ
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ズを選定する ことにより ，本システムのせん断降

伏応力度および弾性岡IJ性がフレキシブノレに対応可

能である，また，鋼管の配置により ，壁空間に開

口部を設けることが可能である.

既往の研究山では，複数の円形鋼管を配置した

本システムの載荷実験および数値解析により，配

置した各鋼管がほぼ同じ履歴挙動を示すことが明

らかとなっている.また鋼管の振り変形に加え，

格子材の曲げ変形およびせん断変形を考慮、した弾

性剛性評価式および全塑性耐力評価式の 2式の提

案を行い，実験結果および数値解析により評価式

の妥当性を示している.さらに，文献[2]では，格

子材の剛度を変化させた場合の本システムの載荷

実験を行い，本システムが安定的にエネルギー吸

収することを明らかにしている.

しかし，より高いせん断力および弾性剛性が必

要な場合，壁の面方向に鋼管を増やすと，壁空間

に開口部を設けることが困難となる ことが想定さ

れる.そこで本研究では，奥行方向に鋼管を並列

配置し，本システムのせん断耐力を上昇させ，壁

空間に開口部を設けることを可能とした本システ

ムの提案を行い，載荷実験によりエネルギー吸収

能力を検証することを目的とする.また，文献山

で示された 2つの評価式を準用し，鋼管を並列配

置させた場合の式を導出し，実験結果との比較に

より評価式の妥当性を検証することを目的とする.
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2. 本システムの全塑性耐力評価式と弾性剛性評

価式の導出

2.1本研究で提案する本システムの検討モデ、ノレ

図2に本システムの概要およびモーメント分布

を示す.・は鋼管，0はピン接合部を示す.実線

は鉛直材，点線は水平材に作用する曲げモーメン

ト分布を示す.

本システムは格子材の四辺端を支持材で囲み，

格子材の端部と支持材はピン接合する.本研究で

は，配置 した鋼管が同じ履歴挙動を示す機構とし，

挿入する鋼管はすべて同一サイズとする.また鋼

管近傍に作用する格子材の曲げモーメントにおい

て，鉛直材の上下および水平材の左右がそれぞ、れ

同じとなるように鋼管を配置する.鋼管とピン接

合部の距離は鋼管間距離の半長とする.

図 3に本研究で提案する 2種類の方式を示す.

図 3(a)1こ示す SingleLayer方式(以下，SL方式)は，

格子材の交差部に鋼管を挿入した単層方式である.

図3(b)に示すMultiLayer方式(以下，ML方式)は，

鋼管を奥行方向に複数個並列配置 した複層方式で

ある.鋼管を i個並列配置することで，本システ

ムのせん断耐力を i倍とすることを目的とする.

格子材の並列層数は鉛直材を p層，水平材を q

層とし，格子材の本数は鉛直材をpxm本，水平材

を qxn本とする.鋼管の並列層数を 1層とし，鋼

管総数は lXnXm個とする.格子材における鋼管問

距離は鉛直方向を ム， 水平方向をんとする.壁高

さはH，壁幅はBとする.

2.2本システムの全塑性耐力評価式の導出

本研究で提案する 2種類の方式において，本シ

ステムのせん断降伏耐力評価式を導出する.

格子材を剛と仮定すると，各鋼管の振り角伐と

壁のせん断変形角川(8)は等しくなる.壁のせん断

力 coと水平変位ゐ(8)の積で、求まる外部仕事と各

鋼管の振りモーメン トM， と振り角伐との積で求
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図 l 提案する格子型制振壁システム
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図2 本システムの概要

まる内部仕事による力のつり合いは式(3)で表さ

れる.なお，本研究で、使用する記号のパラメータ

は巻末に示す.

D，二 Y"rθu (1) 

dh(iの=H・D， (2) 

cQh・dh仰 二i.n.m.M，・D， (3) 

式(1)~ (3)より壁のせん断力 coは式(4)で表

される.

Qh = 'L，M， h ζ ζニニユ (4) 
H 

鋼管単体の全塑性振りモーメン トcMrpは式(5)で

表される.式(4)，(5)より本システムの壁の全塑性

耐力 cQhpは式(6)で表される.

(a) Single Layer方式 (b) Multi Layer方式

図 3 提案する 2種類の方式
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(a)鋼管の擦り変形による
壁の水平変位(00)

B 

(b)鉛直材の曲げせん断変形による (c)水平材の曲げせん断変形による
壁の水平変位(0.) 壁の水平変位(0，，)

図 4 評価式の導出モデ、ル

ん=叶与f-t宕

i.n.m. _M← 

cQ"p二一-ELi

(5) 

(6) 

2.3本システムの弾性剛性評価式の導出

本システムの弾性剛性評価式を導出する.導出

は以下の手順により行う .

① 格子材を剛として，円形鋼管の振り変形から

壁の水平変位。h(めを導出する.

② 円形鋼管及び水平材を剛として，鉛直材の曲

げ変形及びせん断変形から壁の水平変位ゐ(v)

を導出する.

③ 円形鋼管及び鉛直材を剛として，水平材の曲

げ変形及びせん断変形から壁の水平変位ゐ(h)

を導出する.

④ ①~③で導出した水平変位の合計を壁全体

の水平変位みとして，壁のせん断力 cQ"との関

係から壁のせん断剛性CR与を導出する.

① 円形鋼管の振り変形による壁の水平変位。'h(8)

図 4(a)に導出モデ‘/レを示す.鋼管単体に生じる

回転岡Ij性 kh(めは式(7)で、表される.

π.G.D，3.t 
kh(lの二 (7) 

4h 

壁のせん断力 cQ"と鋼管の振り変形による壁の

水平変位ゐ(めの関係は式(8)で、表され，壁のせん断

剛性 cKh(めは式(11)で表される.
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② 鉛直材の曲げ変形及びせん断変形による壁の

水平変位。h(ν)

鉛直材の曲げ変形を考える.図 4(b)に導出モデ

ルを示す.鋼管聞の部材の曲げ変形，鉛直材の曲

げ変形を導出し，壁のせん断力 cQ"と水平変位。h(v)

の関係を導出する.各鋼管聞の部材の端部モーメ

ント Mvと回転角仇の関係は式(13)で表され，鋼管

聞の部材の内部仕事は式(14)で表される.

役二竺2ヱ
6E1v 

(12) 

M6EIvo 
v L -v 

V 

(13) 

6EI _ 12EI 今

2.M..・e..二2・---ve..・e..二一一--ve.~ 
Lv ，.  Lv ' (14) 

壁全体での曲げ変形を考える.鋼管聞の部材の

回転角 evと壁全体での回転角川ν)は等しいことか

ら，内部仕事と外部仕事の関係は式(16)で表され

る.なお鋼管とピン接合部の長さは鋼管聞の部材

長さの半長であり ，鉛直材 l本での鋼管聞の部材

がn本であり，鉛直材m本が並列配置されている.

また，鉛直材の並列層数がp層であることから，

鋼管聞の部材はpXnXm本である.式(10)，(15)， 

(16)より，壁のせん断力 cQ"と水平変位 mdh(v)の関

係は式(17)で表される.
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ev二

111Yh(v)二 2321 (15) 

Q mL cQh . mdh(v)二 p.n.m.一T--' • mYh(v) (16) 

m 12EI.. 
A777mh (17) 

次に，鉛直材のせん断変形を考える.鉛直材 l

本の断面積を ん とすると ，鉛直材の総断面積。IIAv

は式(18)で表される.壁のせん断力 cQhは(20)で表

され，壁のせん断力 cQhと水平変位んか)の関係は

式(21)で表される.

allA" = m ム (18) 

~
7
 

(19) 

cQh二 G・a11A" . s Yh(v) (20) 

ル P22ト川 間

以上より，式(17)，(21)から鉛直材の曲げ変形及

びせん断変形による壁の水平変位の合計は式(22)

で表される.壁のせん断力 cQhと水平変位ゐ(ν)の

関係は式(23)で表され，壁のせん断岡IJ性 よれのは式

(24)で表される.

d，./..， = ...d 十 dh(v) m Vh(v) ， s Vh(v) (22) 

cQh二 cKh(v)・dh(v) (23) 

ん 二pイ2引(停苧引 ο 

③ 水平材の曲げ変形及びせん断変形による壁の

水平変位。h(h)

図 4(c)に導出モデ‘ルを示す.水平材は，鉛直材

と同様の手順で導出する.

壁のせん断力 cQ"と水平変位 dh(h)の関係は式(25)

で表され，壁のせん断剛性cKh(h)は式(26)で、表される.

cQh二 cKh(h). dh(h) (25) 

n 112EI， GA.. I 
c..Ll..h向 =qート」+-4| (26) 

ml Li Lh J 

④ 壁全体の水平変位。h

①~③で導出した水平変位の合計が，壁全体の
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水平変位。hとなり式(27)で表される.壁のせん断

力 cQhと水平変位。hの関係は式(28)で表され，壁

のせん断剛性 cKhは式(29)で表される.

dh 
二

dh(lJ) ートdh('吋+ dh(h) (27) 

cQh二 cKh・dh (28) 

I 1 1 1 I 
Kh = 1 / 1---;3--+ ---;3--+ ---;3--1 (29) 

I _KJJlJl _KI./_.¥ _KuJ.¥ I ¥ cUh(lJ) cUh(v) cu h(1，) J 

壁のせん断力 cQ"とせん断変形角 cYの関係は式

(30)で表され，壁のせん断岡IJ性 cKyは式(31)で表さ

れる.

cQh二 ckhHjA H cy (30) 

cKy二 cKh.H (31) 

3. 載荷実験による評価式の妥当性の検証

本研究では前章で導出 した全塑性耐力評価式

および弾性剛性評価式の妥当性を検証するため，

3体の試験体を用意し，載荷実験を行った.

3.1試験体概要

表 lに試験体一覧，図 5に試験体寸法を示す.

本研究では鋼管の並列層数 Iをパラメータとする.

鋼管の並列層数 iは，試験体 SL-1を l層とし，

試験体ML-1を2層，試験体ML-2を4層とする.

格子材は PL-16x100を使用し，鋼材種は SS400

を使用した.円形鋼管は φ-48.6x3.2を使用し，鋼

材種は STK400を使用した.配置する鋼管個数は

縦横 3x3個とする.鋼管の隅肉溶接間(図の塗潰

部)を鋼管の変形領域とし， この長さを鋼管長さ h

とする.

3.2加力・計測計画

図6にピン接合部詳細，図7に載荷装置を示す.

試験体は治具となる上下の CT鋼とピン接合する.

ピン接合部は，ピン部回転軸となる中実円棒を両

倶IJからナッ トで締め付ける.治具と格子材が板厚

方向に締め付け過ぎを防ぐため，治具と格子材の

板厚の合計長さを有する円筒形のシリンダーを挿

入している.載荷は，門型フレームに設置したア

クチュエータにより載荷梁に水平力を作用させ，

試験体にせん断力を加える.なお試験体の面外変

形は，載荷梁上部の面外変形治具により拘束する.

図 8に本実験で、の載荷フ。ログラムを示す.載荷

は本システムのせん断変形角(eY:左図の斜線部)が

111 00，1/50，1/30，1/20 [rad.Jとなる水平変位の範囲で、
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表 l 試験体一覧

!~N 
LJ  

h~32 

200 400 400 200 (a) SL-l 

1200 

rσ" 

471 

(b) ML-l (c) ML-2 

図 5 試験体寸法

各振幅を正負 2回ずつ計 8回繰り返した後，初期

載荷方向に 1110[rad.Jまで単調載荷を行う .

図7に本システムのせん断変形角 eyを計測する

ため，斜変位計設置位置を示す.斜変位計は，試

験体の隅部のピン接合部位置に対角線上に設置し，

本システムのせん断変形角 eyは式(32)より算出し

ている.

H2十 B2
-d

R心

eY ~ 2・H-B- (32) 

図 9に各鋼管のひずみゲージ添付位置を示す.

各鋼管単体に作用する振りモーメン トを推定する

にあたり ，鋼管内部にひずみゲージを添付する こ

とが困難であったため，鋼管周りの格子材端に 4

枚のひずみゲージ添付し，格子材端に作用する曲

げモーメン トを鋼管に作用する振りモーメン トと

して扱った.添付したひずみゲージより ，格子材

に作用するせん断力および曲げモーメン トを算出

する.せん断力は，曲げモーメン トをひずみゲー

ジ添付問距離で除して，式(34)より算出する.曲げ

モーメン トは，せん断力に鋼管中心ー反曲点問距離

を乗じて，式(36)より算出する.

nMeRω J:附1 l+leR仰L~ X E (日)
山円 2 35 

Q MM εR(L) +11+1 MeR仰

L
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図 6 ピン接合部詳細

図 7 載荷装置

，.y(rad.) 

12345678(匂cle)

図 8 載荷プログラム
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図 9 ひずみゲージ添付位置
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図 10 荷重変形関係
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図 11 モーメント変形関係
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表 2 実験結果

Nalre cMtp cQhp eQhp eQhp/cQhp cK h(，紛 cK h(v) cK h(h) cK y eK y K /cK y 

SL-1 2.03 15.2 15.5 1.02 3.56 44.1 44.1 3.68X10
3 

3.50X10
3 0.95 

ML-1 2.03 30.4 28.9 0.95 7.12 44.1 88.2 6.89 X 10
3 

6.54X 10
3 0.95 

ML-2 2.03 60.8 56.4 0.93 14.2 88.2 88.2 12.9 X 10
3 

12.0X10
3 0.93 

nMR(L) =εQh xXh (36) 

本システムの層せん断力は，外部に配置した格

子材の鋼管聞に作用するせん断力の 2倍と内部に

配置 した格子材に作用するせん断力の合計として

式(3ηより算出した.

eQh = 2 xn Qh +n+l Qh (37) 

4. 載荷実験結果

4.1本システムのエネノレギー吸収能力

図 10に本システムのエネルギー吸収能力を確

認するため，各試験体の荷重変形角関係を示す.

縦軸はせん断力 eQhp，横軸は本システムのせん断

変形角 ;yを示す.実線はアクチュエータより計測

した荷重，点線はひずみゲージより算出したせん

断力を示し， 一点鎖線は， 2章式(6)より算出した

本システムのせん断降伏耐力の計算値を示す.

繰返し載荷において，3つの試験体はせん断変

形角 1/20[rad.]まで耐力は低下しておらず，式(6)よ

り算出した本システムのせん断降伏耐力で降伏し

始め，安定した紡錘形の履歴挙動を示した.また，

1/20[rad.]の2サイ クル目以降に行った単調載荷で

も，せん断変形角 11l0[rad.]まで耐力は維持してい

た.アクチュエータより計測した荷重とひずみゲ

ージ算出した層せん断力もほぼ一致し，本システ

ムの安定したエネルギー吸収能力を確認した.試

験体 ML-1は SL-1の約 2倍，試験体 ML-2は約 4

倍のエネルギー吸収能力を発揮した.

4.2各鋼管の履歴挙動

図 11に本システムに配置した各鋼管の履歴挙

動を確認するため，鋼管近傍に添付したひずみゲ

ージより算出した格子材端に作用する曲げモーメ

ント変形関係を示す.縦軸は格子材の曲げモーメ

ント， 横軸は本システムのせん断変形角を示す.

また，実線は鉛直材，点線は水平材の鋼管近傍に

作用する曲げモーメン トを示し，一点鎖線は2章

式(5)より算出した鋼管単体の全塑性振りモーメ

mJ

5
 

お

7
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ン トを示す.なお計測機器の制限により ，点線で

囲む 4つの鋼管近傍にひずみゲージを添付し，計

測した.

すべての試験体において，配置した鋼管は式(5)

より算出した鋼管単体の全塑性振りモーメントで

ほぼ同時に降伏し，紡錘形の履歴挙動を示した.

鋼管の配置によらず，複数の鋼管は同じ履歴挙動

を示した.試験体 恥任ーlの水平材には，鉛直材の

2倍，試験体 ML-2の鉛直材には，水平材の 2倍

の曲げモーメン トが作用した.

4.3評価式の妥当性の検証

表 2に2章で導出した評価式の妥当性を検証す

るため，本システムのせん断降伏耐力および弾性

剛性の実験値と計算値の比較を示す.実験値の算

出において，せん断降伏耐力は初期勾配と本シス

テムのせん断変形角 eyが 1IlOO[rad.]時における接

線勾配の交点とした.また，弾性岡IJ性は初期勾配

から算出した.せん断降伏耐力における実験値と

計算値の比は O.93~ l.02 であり ， 弾性岡IJ性におけ

る実験値と計算値の比は O.93~O.95 で、あった .

5. おわりに

本研究では，既往の研究で示された評価式を準

用し，鋼管を奥行方向に並列配置した場合の式を

導出し，載荷実験によりその妥当性を検証した.

本研究で得られた知見を以下に示す.

載荷実験を行った 3つの試験体は，導出した

評価式で算出した全塑性耐力 cQhpで降伏し始め，

紡錘形の安定した履歴挙動を示した

本システムに配置した複数の円形鋼管はほぼ

同時に降伏し，安定した履歴挙動を示した.塑性

化後も緩やかに耐力が上昇した.

弾性剛性評価式より算出した計算値と実験値

の比は約 9割であった.

今後の検討課題

鋼管と格子材の弾性変形量における本システ

ムのエネノレギー吸収効率を検討する.
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本研究で使用した記号パラメータ

n 鉛直方向の鋼管個数

m 水平方向の鋼管個数

円形鋼管の並列層数

p 鉛直材の並列層数

q 水平材の並列層数

H 壁高さ[mm]

B 壁幅[mm]

Lv 鉛直方向の鋼管間距離[mm]

Lh 水平方向の鋼管関距離[mm]

t PL 格子材の板厚[mm]

D 円形鋼管の直径[mm]

D' 円形鋼管の板厚中心間距離[mm]

円形鋼管の板厚[mm]

h 円形鋼管の高さ[mm]

σy 格子材の降伏応力度[N/mm']

σu 格子材の引張強さ[N/mm']

月 円形鋼管の降伏応力度[N/mm']

，a
u 円形鋼管の引張強さ[N/mm2

]

A川'") 格子材I本の断面積[mm
2
](ν鉛直材 h 水平材)

G せん断弾性係数

E ヤング率

8， 円形鋼管の振り角

，Y 壁のせん断変形角[rad.]

a
h 壁の水平変位[mm]

M， 円形鋼管の振りモーメンHkNm]

，M伊 円形鋼管の全塑性振りモーメント[kNm](c計算値)

(corりQ hp 本、ンステムのせん断降伏耐力[kN](c計算値 e 実験値)

，Kh岬 円形鋼管の振り変形による壁のせん断剛性[kN/rad.]

，KhM 鉛直材の曲げせん断変形による壁のせん断剛性[kN/日d.]

，Kh耐 水平材の曲げせん断変形による壁のせん断剛性[kN/rad.]

fcoreJKy 壁のせん断剛性[kN/rad.](c計算値 e 実験値)
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